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けられた財産区である。現在は地方自治法にもとづく特別地方公共団体の一つとされ、総務省に




























*3　｢財産区に関する調（2018 年 4 月１日）｣『地方自治月報』第 59 号。
*4　Hardin, Garrett（1968）
*5　宇沢弘文（2015）などを参照。
*6　代表的な著作の 1 つが、Elinor Ostrom（1990）。
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　ところが、1953 年に町村合併促進法が制定され、当時 1 万弱あった町村を 3 分の 1 ほどに減
らす合併政策がすすめられた。その際、旧町村の林野は「すべて新市町村に引き継ぐ」を原則と
した。しかし町村・住民間の利害対立によって合併が進まない懸念があったため、合併促進法第



























理会をおくこともできることとなっている（同 296 条の 2）。
　総務省は、財産区の実状について 2 種類の調査結果を発表している。一つは冒頭に紹介した「財




界があるとし、独自に全自治体を対象として 2007 年 3 月 31 日時点での悉皆調査を実施している。
回答率 98.2％であったその調査結果によると、財産区を有する市町村数は 442、財産区の合計数
は 3710 であるという。
　表 1 は、2018 年度の地方財政状況調査票より作成した財産区の収入と支出の内訳をみたもの
である。まず収入総額 943 億円のうち財産区独自の収入である財産収入は 145 億円、15.4％にす
ぎず、その他収入が約 8 割の 737 億円をしめていることがわかる。地方財政状況調査票の作成要
領によると、「その他の収入」とは「区分欄に掲げる他の収入科目に計上されない分担金、負担金、
使用料、手数料、寄付金、繰越金等の一切の収入を計上」と説明されいる。この表には示されて
いないが、18 年度の形式収支は 708 億円の黒字、翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質
収支が 679 億円の黒字となっていることからして、その他収入の大半が繰越金であると思われる。
























  御殿場市は、町村合併促進法に基づいて御殿場町、富士岡村、原里村、玉穂村、印野村の 1 町









表 1　2018 年度財産区の決算 単位：千円
金額 構成比 金額 構成比
都道府県支出金 283,056 0.3% 総務費 2,738,320 11.7%
財産収入 14,525,095 15.4% 財産費・山林 2,769,727 11.8%
繰入金 5,724,870 6.1% 財産費・その他 4,010,349 17.1%
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　これによって、御殿場市制施行と同時に、富士岡を除く御殿場、原里、玉穂、印野の 4 地区に
財産区が設置された。さらに翌 56 年 1 月 1 日に高根村を御殿場市に編入合併し、同地区にも高
根財産区が設置された。









　さらに演習が頻繁になるにつれ、1910 年 9 月にはより大規模な用地買収が提起された。交渉
の結果、買収対象地は限定されるとともに、12 年に陸軍と原里村・印野村・玉穂村との間で村
有地・共有地に係る「富士裾野演習場使用協定」が締結された。その第 6 条において「報酬」と





料などの補償がまったく行われなかった。これに激怒した関係者によって 1949 年 12 月に ｢東富
士演習場使用に関する請願｣ が国会に提出された。請願は衆議院で採択され、補償が行われるこ
ととなった。
　1952 年 4 月にサンフランシスコ講和条約が発効し、日米安全保障条約が締結されて、引き続
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を「東富士四原則」という。
　この時に締結された使用協定にもとづいて、財産区を演習場として使用する場合に、賃貸契約
を結ぶこととなった。協定は 10 年を期限としており、第 2 次協定は 1970 年 4 月に締結されたが、
以後 5 年を期限として更新を繰り返してきた。現在の第 12 次協定は 2020 年 4 月から 25 年 3 月
までの 5 年間を期限としている。
　表 2 は、東富士演習場の面積等を示したものである。それは、御殿場市、裾野市、小山町の 2
市 1 町に位置し、面積は約 8800ha で、2 市 1 町面積の約 2 割をも占めている。特に御殿場市の












ない｣（第 294 条 3 項）と規定しており、これにもとづいて各財産区は毎年「特別会計歳入歳出
決算書」を作成している。表 3 は、御殿場市の５財産区の 2017 年度決算の主な歳入・歳出項目
をみたものである。5 財産区には、共通する特徴として次の点が指摘できる。











御殿場市 19,490 2,027 4,117 6,144 31.52% 23.03% 46.77% 69.79%
裾野市 13,812 934 22 956 6.92% 10.61% 0.25% 10.86%
小山町 13,574 487 1,216 1,703 12.55% 5.53% 13.81% 19.35%
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ると、13 億円弱のうち演習場土地貸付料が 12 億 3362 万円をもしめている。













の変わらない傾向である。例えば、1955 年度の御殿場財産区特別会計歳入総額 460 万 8528 円の
うち、演習場貸付料が 451 万 7380 円と大半をしめている。歳出総額は 380 万 1879 円で、うち繰
出金が 329 万 296 円なのである。この繰出金は、御殿場警察署庁舎建築、静岡法務局沼津支局御







御殿場区 割合 原里区 割合 玉穂区 割合 印野区 割合 高根区 割合
使用料及手数料 0 0.0% 0 0.0% 0 0% 3,789 0.3% 0 0.0%
財産収入 922,915 72.6% 884,915 79.2% 1,320,994 73.8% 889,357 68.9% 1,001,541 75.1%
繰入金 0 0.0% 0 0.0% 0 0% 0 0.0% 0 0.0%
繰越金 341,987 26.9% 230,765 20.7% 454,524 25.4% 388,136 30.0% 324,241 24.3%
諸収入 6,530 0.5% 1,790 0.2% 15,209 0.8% 10,436 0.8% 8,613 0.6%
歳入合計 1,271,432 100.0% 1,117,470 100.0% 1,790,727 100% 1,291,718 100.0% 1,334,395 100.0%
議会費 23,125 2.4% 28,361 3.4% 39,361 3.7% 33,278 3.9% 33,166 3.6%
総務費 399,145 41.1% 408,655 48.5% 330,098 30.7% 396,194 46.0% 351,380 38.4%
諸支出金 548,131 56.5% 405,346 48.1% 704,747 65.6% 431,058 50.1% 531,464 58.0%
予備費 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%





































































　この土地整理事業は 1903 年に終了したが、ほどなく 1906 年に「沖縄県杣山特別処分規則」が
制定され、国が必要としない土地は、主として市町村に払い下げられることとなった。払い下げ
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　1972 年 5 月 15 日に沖縄が日本の支配下に「復帰」して以降、米軍基地に提供されている民有
地と自治体所有地の地代は、日本政府が支払うこととなり、軍用地料とも呼ばれる。復帰初年度
のそれは 123 億円で、前年度の 4 倍にも引き上げられた。これに見舞金などが上乗せされ、実質
的には 6 倍を超えたといわれている *22。その後の推移をみると、1976 年、77 年、87 年に若干引
き下げれたが、88 年以降今日まで毎年増え続けてきた。2018 年度についてみると、米軍基地の
それが 873 億円、自衛隊基地のそれが 128 億円となっている *23。
　すでに述べたように、杣山の多くは市町村有地なので、軍用地料収入は自治体財政の歳出の「財
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する旧慣について｣ 協定のあったことを確認し、その財産の管理、処分に関し必要な事項を定め
るものとする。
　第 2 条　この条例において ｢部落民会｣ とは、杣山払い下げ当時当該部落の住民として生活の
ために杣山を利用していた者及び当該部落民の協議によって会員と定めた者の団体をいい、｢金










武町と当該部落民会の両者において各々 100 分の 50 宛て分収するものとする」と規定し、折半
することとなっている。
　なお、金武町役場から配分される軍用地料を受け取る主体は、軍用地を有する区がこの条例に





おいて「貸地料は次の分収割合によるものとする。市 10 分の 6　管理区 10 分の 4」と定めている。
　名護市には 55 の区が設けられているが、うち軍用地に提供させられている市有林野を有する
のは 10 区である。表 5 は、2018 年度における 10 区の貸地面積、軍用地料、分収金などをみた
ものである。貸地料つまり軍用地料の総額は約 20 億円で、0.64％の地主会費を差し引いた残金
が分収対象金であり、その 4 割、8 億円弱が 10 区に配分されていることがわかる。
　周知の通り、普天間飛行場撤去の条件として名護市辺野古の辺野古崎を埋め立てて新基地を建
設する施策を日本政府が強行しているが、その対象地は辺野古、久志、豊原であり「久辺 3 区」
とも呼ばれる。この 3 区のうち辺野古と久志に 2 億円をこえる分収金が配分されており、これだ
けで分収金総額の半分を超えていることがわかる。












表 5 に示したように 2018 年度で 20 億円余の軍用地料が一般会計の財産収入となる。先に述べた


























喜瀬（332人） 852,294 15,538,944 17,290 15,521,654 6,208,662
幸喜（266人） 90,658 4,680,873 17,800 4,663,073 1,865,229
許田（527人） 2,368,726 323,376,810 2,013,220 321,363,590 128,545,436
数久田（912人） 2,146,987 291,808,802 1,814,990 289,993,812 115,997,525
世冨慶（606人） 537,710 72,389,907 442,960 71,946,947 28,778,779
久志（567人） 4,382,382 596,618,954 3,718,450 592,900,504 237,160,202
豊原（415人） 871,455 113,262,525 702,630 112,559,895 45,023,958
辺野古（1826人） 3,932,338 572,460,240 3,577,670 568,882,570 227,553,028
二見（90人） 172,736 7,765,936 25,340 7,740,596 3,096,238
勝山（135人） 29,088 3,055,636 16,420 3,039,216 1,215,686
計 15,384,374 2,000,958,627 12,346,770 1,988,611,857 795,444,743
注）人口は 2019 年 3 月 31 日現在     
出所）名護市総務部財産管理課作成資料。     
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